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資料３

住宅・建築物に係る廃棄物・リサイクル対策

○ 住宅金融公庫における適正な解体処理、リサイクル資材を活用した住宅に対す
る優遇措置
・ 民間の住宅の適正な解体・処理の普及を促進するため、マニフェストの提出

等を条件に割増融資を実施 （１５０万円／戸）。
・ 一定量のリサイクル資材を利用した住宅で、高い居住性、安全性等を有する
ものに対し、２００万円の割増融資（高規格住宅工事（環境配慮型 ）を実施）

○ 日本政策投資銀行におけるリサイクル資材を活用した建築物に対する優遇措置

リサイクル資材の活用を推進するため、リサイクル資材を利用した建築物に対
し、低利融資を実施。

○ 住宅金融公庫融資における一定の耐久性の要件化
新築住宅への融資において、一定の耐久性を要件化するとともに構造区分に拘

わらず償還期間を３５年に一本化することにより、耐久性の優れた良質な住宅ス
トック形成を促進。

○ 住宅産業構造改革事業による建築系廃棄物の再資源化の推進
、地方公共団体等が行う建築系廃棄物のリサイクル推進のための普及・啓発活動

モデル解体工事、技術開発等を住宅産業構造改革事業の補助対象事業に追加し、
建築系廃棄物のリサイクル率の向上等を図る。

○ 公営住宅リサイクルプロジェクト
公営住宅において先導的に廃棄物のリサイクルを推進するため、建替事業等を

通じて廃棄物発生予測に基づく的確な積算、リサイクルルートの指定、リサイク
ル資材の導入等を行うモデルプロジェクトを実施 （平成１２年度～）。

○ 住宅品質確保促進法に基づく住宅性能表示
住宅の品質確保の促進等に関する法律に基づく住宅性能表示制度において、建

築系廃棄物の発生抑制等の観点から「劣化対策等級 「維持管理対策等級」等を」、
性能表示事項として設定。

○SI住宅に係る技術開発
環境・資源問題に対処しつつ、２１世紀を通して良質なストックとして長期に

活用しうる集合住宅の整備の促進のため、総合技術開発プロジェクト「長期耐用
都市型集合住宅の建設・再生技術の開発」において、スケルトン住宅等の長期耐
用型の新たな都市型集合住宅の建設・供給・改良技術及び既存ストックの長寿命

SI化技術を開発 平成９～１３年度 平成１４年度以降 調査の成果を踏まえて（ ）。 、
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住宅の普及を図る。

また、都市基盤整備公団においては公団型スケルトン住宅のモデル建設に着手
している。

（総合技術開発プロジェクト「循環型社会及び○木質系廃棄物発生抑制技術の開発
安全な環境の形成のための建築・都市基盤整備技術の開発」において実施）

木造住宅等の解体時等における廃棄物の発生抑制について設計・計画段階で配
慮した資源循環型木造構工法の開発、建築材料及び部材の合理的な再資源化技術
の開発を行うとともに、技術普及のために必要な木造建築物の環境負荷評価ツー
ル、廃棄物の発生を抑制するための技術・政策を検証するための技術資料等の作
成を行う （平成１２～１４年度）。




